
水害に強い甲府盆地のためのリスクコミュニケーション
Risk Communication Process applicable to make the Kofu Basin resilient to flood

１．はじめに

平成２７年関東・東北豪雨では鬼怒川がはん濫し、常総
市では市の面積の１/３に相当する４０挨が浸水し、２名が死
亡した。浸水域には４０００人以上が取り残されて孤立し、
ヘリコプタやボートで救助された１）。入江によるアンケ
ート調査２）によれば、立ち退き避難した人の避難先の
１位は常総市外の３５％であり、移動手段は車で８９％あっ
た。避難した動機は「家族や友人に促された」の４１％であ
った。一方、屋内安全確保を選択した人は、浸水しない
だろうと思った等の正常化の偏見に起因するものが多い
ものの、「高齢者等がいて移動が困難だった」と「近所の人
が避難しなかった」も１２％と多いことも報告されている。
平成３０年７月豪雨（西日本豪雨）において、岡山県倉
敷市真備町では、高梁川水系の小田川、末政川、高馬川
が決壊し、真備町の面積の２７％、１２挨が浸水し、５１人が
犠牲となった。犠牲者のうち８０％の４２名が、避難行動要
支援者であった。近年の水害における避難率は１０％にも
至っておらず、とくに避難行動要支援者の被災が後を絶
たない。
災害対策基本法や水防法が整備され、公助の責務が明

確化されるほど、災害対策は国や自治体が実施するもの
との固定観念が住民に根づいてしまったとの指摘もあ
る３）。とくに想定最大規模の洪水に対する広域避難とな
ると、公助としての広域避難支援に必要な資源が圧倒的
に不足するため、住民が避難行動要支援者の避難を支援
し、家族や近所に促されて自主的に広域避難を開始する
意思決定が早期に行われないと、多くの犠牲者が発生す
る地域が少なくない。

筆者は、自治体や地区住民の防災体制づくりや防災関
係機関間の連携のための研修のためのリスクコミュニケ
ーション手法を構築し、実証研究を行ってきた４）～６）。
本稿では、これらの中から広域避難に関する取組みを紹
介するとともに、想定最大規模の洪水に対する甲府盆地
の広域避難、水害に強いまちづくりについて、近年実施
したリスクコミュニケーションについて報告する。

２．CAUSEモデルとBECAUSEモデル

筆者は、気づき（Awareness）、理解（Understanding）、
賛同と解決（Satisfaction，Solution）、実行（Enactment）
まで、信頼（Confidence）を確保しながら実施するリス
クコミュニケーションのプロセスを、CAUSEモデルとし
て体系化している。また、災害対応における組織間連携
体制を構築するプロセスとして、BECAUSEモデル（ＢＥ
はpreparation BEfore training）として体系化してい
る。以下では、大規模水害に関する広域避難計画に対し
て、これらのモデルを適用した具体的なプロセスを説明
する。

３．甲府盆地の広域避難計画の　　　　

そもそも避難情報が発令されても避難しない住民が、
避難情報に従って統制のとれた秩序だった広域避難行動
を行うとは思えない。広域避難計画は複数の市町村にま
たがる計画であるので、都道府県によってまとめられ
る。しかし、住民が我が事として広域避難を捉えなけれ
ば、都道府県や市町村からの提案は住民には受諾されな
い。そこで、住民の内発的活動によって広域避難計画が
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策定されると、市町村の支援の内容が具体的になり、さ
らに都道府県による市町村支援と総合調整の内容が明確
になり、都道府県は実効性のある広域避難計画が策定可
能になる、というこれまでとは逆のボトムアップ方式に
て、住民主体の広域避難計画を策定するプロセスの提案
を試みた。
〈図─１〉は甲府盆地の主要河川と浸水区域を示して
いる。国土交通省の重ねるハザードマップ上に甲府盆地
の想定最大規模の降雨による浸水想定区域図を表示する
とともに、枠線内にこれと同じ縮尺で岡山県倉敷市真備
町の浸水区域図を記載し、両者の比較を行っている。図
に示すように、高梁川と小田川で囲まれた真備町の浸水
区域に対して、甲府盆地の浸水区域は１０倍以上の面積と
なっている。したがって、避難のための移動距離は、標
高の低い南から高い北への移動する場合は、場所によっ
ては１０娃を超えることとなり、車による避難が不可欠で
ある。平成３０年７月豪雨における真備町の水害では、人
口２２０００人に対して５１人が死亡し、死亡率は０．２３％であ
った。甲府盆地の浸水区域内の人口は約３０万人であるの
で、単純に人口に真備町における死亡率０．２３％をかける
と、死者は６９０人と推計されるが、近年の山梨県の低い
避難率の実績を考慮すると、犠牲者数はさらに増えても
不思議ではない。

４．中央市リバーサイド地区の広域避難計画

〈図─１〉中のリバーサイド地区とは、山梨県中央市
にある通称リバーサイドタウンを表す地区名である。釜
無川左岸に位置しており、かつては霞堤と釜無川に挟ま
れた遊水地であった。明治４０年の釜無川のはん濫の後は
沼地（臼井沼）が形成されていたが、昭和５１年より埋立
てが始まり、宅地造成が行われて、甲府盆地ではもっと

規模の大きな新興住宅地（将来人口７０００人）として開発
が行われた。現在、約１４００世帯、４０００人が居住している。地
区は３つの自治会で構成されており、北から第１、第
２、第３自治会の順に宅地分譲が行われ、もっとも南の
第３自治会の区域では、現在でも宅地分譲中である。
筆者は２０１５年に第３自治会より依頼を受け、一人の犠
牲者も出さない広域避難計画策定を支援するためのリス
クコミュニケーションを開始した。まず、リバーサイド
地区全体の約１４００世帯を対象として、地区の水害リスク
に関するアンケート調査を行った（回収率６５％）。このア
ンケートを通して、常総市における河川はん濫と本地区
の水害による被害の共通性を地区住民に気づかせた（気
づき：Awareness）。つぎに、アンケート結果を分かりや
すくまとめた報告書を地区の全世帯に回覧してもらい、
多くの住民が地区の水害リスクを共有していること、避
難行動要支援者の避難支援体制構築の必要性を感じてい
ることを理解させた（理解：Understanding）。
向こう三軒両隣を基本とした広域避難、避難行動要支
援者の避難支援の体制づくりを筆者が提案し、受け入れ
られた。一方、地区住民より、タオルを２階に掛けて全
員避難することが提案され、実施することが決定された
（賛同と解決：Satisfaction & Solution）。避難行動要支
援者の避難を支援した後、地区住民が地区外へ避難を開
始する広域避難計画が、第３自治会の地区防災計画とし
てまとめられた（実行：Enactment）７）。一方、第１、
第２自治会の役員がこのリスクコミュニケーションに参
加して学び、翌年に第３自治会の活動に合流することと
なった。
２０１８年にはもう一度CAUSEモデルのプロセスを設計
し、リバーサイド地区全体（第１～第３自治会）の地区
防災計画策定を支援した。その際、「気づき」の段階で
車による避難シミュレーションを自治会役員に提示し、
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〈図─１〉甲府盆地の浸水区域図（重ねるハザードマップを加筆修正）



理解の段階では車による避難シミュレーションのスクリ
ーンショットを用いた説明資料を用いたアンケート調査
を行い、地区をブロックに分割した車による時間差避難
の必要性を理解させた。このようにして、山梨県中央市
のリバーサイド地区では、２０１９年３月にリバーサイド地
区全体（第１～第３自治会の１４００世帯、４０００人）で広域
避難に関する地区防災計画が策定された。
〈図─２〉は広域避難計画の模式図である。また、〈図
─３〉は各世帯に配布された避難行動マイタイムライン
（避難行動と準備）である。〈図─３〉はＢ５サイズの光
沢紙に黒と赤の２色刷りで印刷され、全世帯に配布され
た。回収票による集計では、回収票の回収率が６５％、そ
のうちマイタイムライン作成済みが８０％であるので、地
区の５２％以上の世帯が作成済みである。

５．広域避難のための各ステークホルダ
ーの役割

筆者は、中央市長ならびに同市危機管理課を定期的に
訪問し、中央市がリバーサイド地区の広域避難計画を受
け入れ、支援するための情報を提供した。山梨県にはリ
バーサイド地区を訪問してもらい、地区防災計画策定に
向けた住民の活動を把握してもらった。国土交通省甲府
河川国道事務所は筆者と連携し、リスクコミュニケーシ
ョン活動に協力した。市町村長に対して気づきを与える
ために、「富士川流域における減災協議会」において広域
避難の必要性を訴える機会は、同事務所の調整によって
実現した。以上のように、リスクコミュニケーションは、
これらステークホルダーと適切に情報を共有し、各ステ
ークホルダーが事前に準備することによって行われた
（準備：preparation BEfore risk communications）。
リスクコミュニケーションのすべての段階を通して、
筆者と各ステークホルダーはもとより、ステークホルダ
ー間の立場に配慮し、良好な関係を維持するように心が
けた（信頼：Ｃｏｎｆｉｄｅｎｃｅ）。
２０１８年４月２４日に開催された「富士川流域における減
災協議会」では、中央市をはじめ富士川流域の市町村長
と交流する機会を得た。まず山地河川で土石流が流出
し、その土石流が釜無川、笛吹川まで到達してはん濫を
起こし、甲府盆地に流れ込むことを説明した。つぎに想
定最大規模の降雨による甲府盆地の浸水区域図を示し、
甲府市の中心から南はほぼ全域が浸水区域となり、釜無
川の左岸、右岸には家屋倒壊等はん濫想定区域が広く分
布すること、さらに釜無川と笛吹川との合流地点の南に
富士川の狭窄部があり、一旦河川がはん濫すると浸水は
３日間解消されないため、事前に広域に立ち退き避難す
る必要があることを訴えた。
つづいて、計画規模の洪水ではあるが大規模水害にお
ける広域避難をテーマとして、２０１３年に国土交通省、山
梨県（県警、県土整備部、中北県民センター）、中央市、
甲府市、市川三郷町、そして甲府地区消防本部が参加す
る図上訓練６）を実施した際、交通規制のための警察官
が不足すること、雨天ではヘリコプタが飛べず、救助が
できないこと、避難行動要支援者の避難者受け入れに
は、受け入れる近隣市町村が要支援者の情報を共有する
必要があること等、いくつか重要な課題が明らかになっ
たことを説明した。
最後に、中央市リバーサイド地区で、一人の犠牲者も
出さない広域避難のための地区防災計画を策定している
ことを説明した。また、避難というソフト施策が何より
も大切であるが、遊水地を設けたり、道路盛土によって
水流を遮断したり、方向を変えるなど、ハード対策も整

特集：大河川の歴史（第１０回）～富士川・天竜川～
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〈図─２〉広域避難計画の模式図

〈図─３〉避難行動マイタイムライン



える必要があることを説明し、市長村長に広域避難に関
する気づきを与えた（気づき：Awareness）。
筆者は中央市長、山梨県防災局長、国土交通省甲府河

川国道事務所長と個別面談を行い、後述する防災シンポ
ジウムのパネルディスカッションの前に、広域避難にお
ける中央市、山梨県、国土交通省の役割について意見交
換を行った。避難に関するもっとも深刻な課題は、避難
情報が発令されても住民が避難しないことである。これ
に対して住民が地区でまとまって広域避難することを前
提条件とすると、市、県、国というステークホルダーが
広域避難支援に果たすべき役割は〈図─４〉に示す通
り、容易に整理できることを説明した。中央市には避難
行動要支援者の福祉避難所への搬送、住民による地区防
災計画を受け入れて市の地域防災計画に取り込むことを
強調した。山梨県には広域避難開始宣言をすること、す
なわち広域避難計画は山梨県がとりまとめることを、国
土交通省には広域避難のトリガーとなる洪水（予報）情
報の発表と伝達を促した。その結果、各ステークホルダ
ーは広域避難計画策定のスタートが、〈図─４〉に示す
ように住民による避難計画策定にあることに納得し、筆
者の提案を大筋で受諾した。このプロセスは、理解
（Understanding）と受諾（Satisfaction with proposed 
solutions）である。

６．実行（Enactment）

（１）パネルディスカッションの目的
リスクコミュニケーションの最終の目的は、地区住

民、中央市、山梨県、国土交通省が、甲府盆地における
大規模水害に対する広域避難において果たすべき役割を
宣言し、お互いの役割を認識するとともに、広域避難の
重要性を多くの県民と情報共有することにある。さら
に、広域避難のみならず法制度を含む様々なソフト対策

や、土地のかさ上げ、防水対策となる道路や建築の高層
化などのハード対策によって、将来的に甲府盆地を水害
に強く、魅力的なまちとするために何をすべきか、とい
う課題を投げかけ、多くの県民と議論することが重要と
考えた。そこで、２０１８年１２月２５日に防災シンポジウムを
開催し、この中でパネルディスカッション「真備町の教
訓を甲府盆地の広域避難に活かす」を企画した。パネル
ディスカッションには、中央市リバーサイド地区の第３
自治会長・新海氏、中央市・田中市長、山梨県防災局・
若林局長、国土交通省甲府河川国道事務所・安谷事務所
長、研究代表者と、各ステークホルダーより発表を行っ
てもらった。
（２）各ステークホルダーの役割
リバーサイド地区第３自治会長の新海一芳氏は、一人
の犠牲者も出さない広域避難で大事なのは、何よりも避
難行動要支援者の避難支援であること、そして第３自治
会からリバーサイドタウン全域（リバーサイド地区）へ
広域避難計画を展開したので、つぎは中央市全域へこの
計画を広げてもらいたい旨、訴えた。また、中央市に対
して、広域避難を開始する避難情報の早期発令と広域避
難先の確保を求めた。
中央市の田中久雄市長は、広域避難であるので避難の
ための移動手段について、しっかり検討することが必要
と認識していること、富士川における減災協議会では、
国土交通省の支援を受けて、隣接する昭和町と一緒に検
討を始めていることを報告した。同市長は、山梨県や国
土交通省の協力を得ながら、着実に広域避難の検討を進
めたいと述べた。
山梨県防災局・若林一紀局長は、山梨県の果たす役割
は、市町村の避難計画策定に積極的に助言、支援をする
こと、関係機関間の協議の場を設け、市町村間の避難計
画の整合性を図り、具体的な広域避難に必要な手段を検
討すること、と考えていることを表明した。また、広域
避難計画を住民に周知し、計画に従った避難訓練の企
画、実施を担当するのも県の担当業務と考えていると述
べた。
甲府河川国道事務所・安谷覚事務所長は、山梨県に対
しては広域避難基準検討時の助言を行うとした。したが
って、この検討段階で広域避難のトリガーとなる基準が
決定され、この基準に達することが国土交通省から発表
されることになると思われる。
（３）まちづくり推進条例の提案
山梨県は平成３０年４月に防災基本条例を制定した。広
域避難をこの条例の基本理念にしたがって整理すると、
避難行動要支援者の避難を支援し、住民・行政協働のも
とで一人の犠牲者も出さない広域避難を計画し、訓練
し、実行する、となる。そこで筆者は、防災基本条例の
基本理念に従って、滋賀県と同様に、山梨県が水害に強
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〈図─４〉広域避難計画策定におけるステークホルダーの役割



い甲府盆地の推進条例を制定することを提案した。
甲府盆地に流入する河川の流域では、いかなる開発、

土地改変行為等についても、山梨県防災基本条例に基づ
いて、人の生命及び身体を守ることを最優先とし、次に
被害の最小化を図ることが重要である。道路を建設する
場合は、二線堤の役割を持たせるように考えてもらいた
い。〈図─５〉に筆者が提案した水害に強い甲府盆地の
まちづくり推進条例の基本理念（案）を示す。

７．まとめ

パネルディスカッションは、広域避難に対する中央市
リバーサイド地区、中央市、山梨県、そして国土交通省
の果たすべき役割を整理するＢＥＣＡＵＳＥモデルの実行
（Ｅｎａｃｔｍｅｎｔ）の段階であった。上述した通り、避難の
主体である地区住民が広域避難計画を策定すれば、中央
市、山梨県、国土交通省の果たすべき役割が明確にな
り、各ステークホルダーは自らの割を公の場で示すこと
ができた。
具体性ならびに現実性の乏しい広域避難計画には住民

は興味を示さず、無視するため、計画は「絵に描いた
餅」になる可能性が高い。住民の内発的活動によって広
域避難計画が策定されると、市町村が支援の内容が具体
的になり、さらに山梨県による市町村支援と総合調整の
内容が明確になり、山梨県は実効性のある広域避難計画
が策定可能になる。このようなボトムアップ方式の広域
避難計画策定を、リスクコミュニケーションのプロセス
に従って着実に進めることが、水害に強いまちづくりに
有効ではないかと考える次第である。

あとがき

防災シンポジウムの参加者にアンケート調査を行った
ところ、回答者８２名のうち９５％が広域避難は必要と思
う、あるいはある程度思うと回答し、パネルディスカッ
ションの趣旨が参加者に十分伝わったことを確認した。
また、広域避難計画策定に当たって主体となるのは誰か
に対する問いに対しては、住民が主体との回答が４７％を

占め、筆者の提案が理解された。ただし、参加者のうち
山梨県職員は広域避難であっても基本的に避難対策は市
町村が担うと考えているのに対して、市町村職員は広域
避難では山梨県に委ねる部分が多いと考えており、さら
なる山梨県と市町村とのリスクコミュニケーションが必
要であることがわかった。
２０２７年リニア新幹線開業は、甲府新駅の建設される甲
府盆地に絶好の好機を与える。しかし、大規模水害が発
生すると、甲府盆地は地獄絵のような悲惨な光景が展開
される。広域避難というソフトによって、犠牲者を出さ
ないことがもっとも重要であるが、生活を早期に復興で
きるように、ハードも充実させる開発が求められている。
なお、本稿で紹介した広域避難に関するリスクコミュ
ニケーションの後半部分については、国土交通省河川砂
防研究制度の委託研究「水害に強い街づくりのためのリ
スクコミュニケーション手法の構築・実証」の一環とし
て実施したものである。ここに深く感謝する次第であ
る。
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